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研究成果の概要（和文）：研修後の受講者同士の学び合いを活性化させるために、他の受講者が研修後に生み出
した成果を評価し、受講者同士でお互いの取り組みを奨励することができる、相互評価型デジタルバッジシステ
ムの設計・開発・評価を行った。具体的には、先行研究を調査し、研修後の学び合いを支援するための枠組みを
構築した。次に、この枠組みを基に、相互評価型のデジタルバッジシステムをeラーニングの管理・配信システ
ムであるLMS(学習管理システム)で動作可能なアドオンとして開発した。さらに、開発したシステムについて、
学習者による評価と教育工学の専門家による評価を行い、システムの有効性を確認した。

研究成果の概要（英文）：In order to activate learning among participants after the training, I 
designed, developed, and evaluated a peer assessment digital badge system that allows learners to 
assess the learning outcomes created by other learners after the training and encourage each other's
 efforts. Specifically, we surveyed learning theories and examples of digital badge system 
development to support collaborative learning, and developed a framework for supporting peer 
learning among learners after training. Next, based on this framework, we developed a digital badge 
system for peer assessment as an add-on for an LMS (Learning Management System). Furthermore, the 
developed system was evaluated by learners and by experts in educational technology to confirm the 
effectiveness of the system.

研究分野： 教育工学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、社会人向け教育において、ＤＢＳ（デジタルバッジ）を活用して教育の目的を明確化し、受講者を
動機づける方法を明らかにした。
・学術的意義：協働的な学びを支援するための学習理論やデジタルバッジシステムの開発事例といった既存の知
見を組み合わせて、新たなデジタルバッジのの活用方法を提案したことが、この研究の学術的な新しさである。
・社会的意義：明らかとなった知見は、社会人を対象とした教育の質を保証するとともに、多様な学習機会で得
た学びを実生活で活用させることを促進するため、成人学習の効果を向上させる上で有用であると思われる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



 

 

様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
1-1 本研究の背景:社会人向け学習機会における研修フォローアップの課題 
 急速な社会構造の変化に伴い、社会人が公的な教育機関を修了した後も、研修等の多様 な学
習機会で新たなスキルを身につけることが求められている[1]。こうした社会人の学び 直しを支
援していくためには、教室での研修会で学びを終わらせるのではなく、研修後に学びを社会生活
や職務で実際に活用させ、そこで得られた成果やノウハウを受講者同士で 共有するコミュニテ
ィを構築し、継続的に受講者同士が相互に学べる環境を構築することが有効である[2] 。しかしな
がら、現状では、研修が一度限りのイベントとして開催されており、研修後の学習支援が事前に
計画されておらず、受講者同士が学び合う場も構築されていない[3] 。このような状況のもと、
社会人向け学習機会の質改善のためには、受講者同士で研修後の成果や活動を通じて培ったノ
ウハウの共有を支援する方法を明らかにし、活発に学び合うことができる仕組みを構築するこ
とが課題であると考える。 
 
1-2 デジタルバッジシステムへの着目 
 本研究では、研修後の受講者同士の学び合いを活性化させるために、デジタルバッジシステム
を活用した相互評価へ着目する。デジタルバッジシステムとは、修得した能力や学習成果を電子
的に証明する仕組みである[4],[5]。 オンライン上で表示可能なバッジの画像をクリックすること
で、レポートや作品等の学習成 果物や評価者からの推薦コメント等の情報を閲覧・共有するこ
とができるため、学習目標の 達成を証拠とともに証明できる[6]。こうした学びに関する情報を
付随できるデジタルバッジ を、研修事後テストの合格者のみに発行し、研修の修了判定へ用い
ることで、学習目標の達成を受講者に意識させ、スキルを身につけたいという内発的な動機づけ
を喚起できる[7]。これまでのデジタルバッジシステムを活用した教育実践研究は、教師による研
修 [8],[9]の修了判定に用いられていた が、こうした特徴を持つデジタルバッジシステムを研修修
了後のお互いの成果を評価するツールとして活用すれば、お互いの取り組みを奨励し、研修での
学びを研修後の社会生活へ活かすことに対して、 動機づけることができるのではないか、と考
えた。先行研究では、相互評価機能を持つデジタルバッジシステムの開発事例[10]はみられるが、
研修後の成果を相互評価によって奨励し合うように、受講者主体の学び合いの場へのデジタル
バッジシステムを活用し、その効果を検証した研究は見当たらない。そこで、「研修後に受講者
同士の学び合いを支援するために、どうデジタルバッジシステムをデザインすれば有効か」を明
らかにすることとした。 
 
２．研究の目的  
 本研究の目的は、社会人向けの学習機会において、研修後の受講者同士の学び合いを活性化さ
せるために、他の受講者が研修後に生み出した成果を評価し、受講者同士でお互いの取り組みを
奨励することができる、相互評価型デジタルバッジシステムを開発することである。そのための
アプローチとして、協働的な学びを支援するための学習理論や既存のデジタルバッジシステム
研究の知見を組み合わせて、研修後の相互学習を支援するための新たな枠組みを提案し、その枠
組に基づいてシステムを開発する。さらに、開発したシステムの評価を行う。 
 
３．研究の方法 
研究の目的を達成するために、次の３つのフェーズで研究を進めた。 
 
① 協働的な学びを支援するための学習理論やデジタルバッジシステムの開発事例を調査し、

研修後の学び合いを支援するための枠組みを構築する。 
② ①で構築した枠組みを基に、相互評価型のデジタルバッジシステムを eラーニングの管理・

配信システムである LMS(学習管理システム)で動作可能なアドオンとして開発する。 
③ ②で開発したデジタルバッジシステムの評価を行う。具体的には、学習者による評価と教

育工学の専門家による評価を行い、システムの有効性を確認する。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は次の３つにまとめることができる。 
 
① 研修後の相互学習を支援するための枠組みの提案 

 協働的な学びを支援するための学習理論やデジタルバッジシステムの開発事例の調査を
踏まえて、受講者同士の学び合いを支援するためのデジタルバッジシステムの設計モデル
を提案した。具体的には、受講者同士の相互評価である一定の基準を満たせば、デジタルバ
ッジを発行でき、またその相互評価の履歴やプロセスをデジタルバッジのメタデータ情報
として紐づける仕組みを考案した。それによって、受講者同士がお互いの学習成果を共有



 

 

し、認証できる学習コミュニティづくりが期待できる。 
 また、これらの成果を学会で発表した。まず、デジタルバッジの研究動向について文献レ
ビューをした結果については、日本教育工学会全国大会で発表した。また、協働的な学びを
支援するための学習理論のレビューを踏まえて提案した相互評価型デジタルバッジの設計
モデルを国際会議 ICOME(International Conference for Media in Education)で発表した。 
 

② デジタルバッジシステムの開発 
 ①の設計モデルをもとに、デジタルバッジシステムを開発した。具体的には、Moodle の
デジタルバッジプラグインを改修し、従来は教師権限でしか発行できなかったデジタルバ
ッジを、相互評価の結果を踏まえて、発行できるようにした。また、デジタルバッジのメタ
データとして、相互評価でだれが評価を実施したのかについての情報も紐づけられるよう
にした。システムが実際に稼働することを非公開環境で試行し、問題なく機能することを
確認した。 
 研究の成果については教育システム情報学会全国大会で発表した。 
 

③ デジタルバッジシステムの形成的評価 
 開発したシステムについて、学習者及び教育工学の専門家による形成的評価を行った。
学習者からの評価では、本研究のデジタルバッジシステムが学習成果にさらなる価値づけ
を行うことができ、学習に対する動機づけを高める可能性が指摘された。従来は、学習成果
の認定を大学等の機関が行っていたが、本研究の相互評価システムでは、「誰が認めたのか」
といった情報を付与することができる。それによって、学習成果の評価結果を裏付ける証
拠と成る情報を補強することができる。また、一緒に学ぶ人に認められたいという欲求を
換起し、動機づけに対する効果が期待できることが示された。 
 また、教育工学の専門家による評価では、特に実務家養成を目的とした研修等で有効で
あることを確認できた。具体的には、職業人の保有スキルを可視化したり、熟達者の保有ス
キルやノウハウを初学者に共有したりするきっかけとなるため、実践コミュニティの醸成
につながることが指摘された。一方で、大学生等を対象とする場合に、評価者の実名表示に
よる相互評価は、そうした活動に慣れていない学生にとっては抵抗を感じてしまうため、
うまく機能しない可能性があることも示された。 
 以上、本研究で開発したデジタルバッジの有効性を確認するとともに、どのようなフィ
ールドを対象とした場合により有効に活用できるかを明らかすることができた。 
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